
○ 篠山市の行政コスト計算書

（１）普通会計の行政コスト計算書（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

行政コスト　１８３億１千万円 収入　１８５億６千万円

使用料・手数料等
人にかかるコスト 　　　１７億４千万円（９．５％）
　　　４６億円 国庫・県支出金
　　（２５．２％） 　　　１８億９千万円（１０．３％）

物にかかるコスト
　　　７４億７千万円
　　（４０．８％） 一般財源

　　１４９億３千万円
　　（８０．２％）

移転支出的なコスト
　　　５１億３千万円
　　（２８．０％）

その他のコスト
　　　１１億１千万円（６．０％）

（２）　行政コスト計算書の作成方法

①　対象とする会計と年度

　・普通会計の平成１４年度決算（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

②　基礎とした数値と計上コストの範囲

　・平成１４年度の決算統計データ。（地方財政状況調査として国への報告数値）
　・現金出納だけでなく、その年度に市民に提供した行政サービスに要したすべてのコスト（現金支出
　　に、減価償却費、不能欠損額、退職給与引当金等の非現金支出を加えたもの）を計上しています。
　・現金主義経理を行っている普通会計を発生主義によりその発生した年度に正しく費用が割り当て
　　られるように一部調整を行っています。（減価償却、引当金繰入等）

①　人にかかるコスト

議員報酬や職員給などの人件費と退職給与引当金繰入で、行政サービスを提供する職員等に要する経費。

②　物にかかるコスト

光熱水費などの物件費、施設の修繕などの維持補修費、建物の減価償却費など行政サービスの提供にあ

たり市が最終消費者として負担する経費。

③　移転支出的なコスト

医療費などの扶助費、補助金などの補助費、下水道事業や介護保険事業などの特別会計への繰出金、普

通建設事業費（他の団体等への補助金等）など、支出の相手方で効果が生じる経費。

④　その他のコスト

災害復旧費、公債費のうちの利子分、市税等の不能欠損額など、上記の３つのコストに属さない経費。

用
語
解
説

　篠山市の平成１４年度行政コスト計算書は、次の通りです。　これによると、一年間の行政サービスに要した
コストは１８３億１千万円となっており、このコストを性質別に見ると、最も多いのが物件費などの「物にかかるコ
スト」で７４億７千万円、ついで扶助費などの「移転支出的なコスト」が５１億３千万円となっています。　またこの
財源となる収入項目では、使用料や国県支出金が３６億３千万円で残りは市税等の一般財源で賄いました。

　 篠山市では、総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」　が平成１３年３月に報
告した作成基準に基づいて作成しています。

　（普通会計：自治体における決算の統計上統一的に用いられる会計区分で、篠山市の場合は一般会計と住
宅資金特別会計、土地取得特別会計、診療所特別会計、観光施設事業特別会計を併せたもの）作

成
基
準
等

収入－コスト額

２億５千万円



（３）　行政目的別コスト計算書

①行政目的別コスト計算書

　 行政目的別のコスト計算書を作成することにより、各分野別の１年間の行政活動にどれだけのコスト

が生じているかを把握することができます。

　 篠山市においては、医療費・生活保護などの扶助費や国民健康保険、介護保険などの特別会計への

繰出金が多い民生費のコストが３９億円と最も多く、全体の２１.３％を占めています。　ついで学校や社会

教育施設に係る物件費や人件費が多い教育費が３０億円、土木費が２８億円の順となっています。

②行政目的別コストの前年度比較

　 行政目的別コストの前年度との比較を行うと、農林費が２億５千万円（１８.４％）、土木費が１億９千万円

（７.３％）のそれぞれ増となっています。　これはどちらも下水道事業の特別会計繰出金の増などにより移転

支出的なコストが増えたことによるものです。　また総務費で３億８千万円（１３.１％）の減となっているのは、

総務や税務関係職員の減による人件費の減や、選挙及び戸籍住民基本台帳費の物件費が減になったこと

によるものです。　 行政目的別コストの最も大きい民生費は扶助費が１億４千万円（１０.９％）と高い伸びで

増加したことから、前年度と比較してコストがプラスとなっています。

（単位：億円、％）

（Ａ）
構成比
（％）
（Ｂ）

（B）/
（A）（％）

（C）
構成比
（％）
（D）
（D）/
（C）（％）

（Ａ）-（C）
伸び率
（％）
（Ｂ）-（D）

伸び率
（％）

183.1 100.0 146.8 80.2 180.6 100.0 141.7 78.5 2.5 1.4 5.1 3.6
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4.0

28.0 15.3 21.2 75.7

7.0 3.8 6.8 97.1

26.1

7.5

4.3 2.3 3.8 88.4 3.6 2.0

16.1 8.8 14.1

60.2

87.6

64.3 37.3

13.6

18.5

38.9 21.2 25.0

19.6 10.7 11.8

29.1 16.1

20.7

10.2

１ 総務費

行政コスト

12.7

２ 民生費

所要一般財源 行政コスト

25.3 13.8 22.8 90.1

３ 衛生費

４ 農林費

５ 商工費

６ 土木費

合　計

７ 消防費

８ 教育費

９ 公債費

10 その他

25.3 86.9

24.7 66.2

6.7 91.8

68.6

11.3 83.1

3.2 88.9

2.5 96.2

平成１４年度 平成１３年度

29.7 91.1

9.9 100.0

15.7 60.2

差　　　　引

行政コスト 所要一般財源所要一般財源

△ 3.8 △ 13.1 △ 2.5 △ 9.9

1.6 4.3 0.3 1.2

1.1 5.9 △ 0.9 △ 7.1

2.5 18.4 2.8 24.8

0.7 19.4 0.6 18.8

1.9 7.3 5.5 35.0

△ 0.3 △ 4.1 0.1 1.5

△ 2.1 △ 6.4 △ 1.8 △ 6.1

0.9 9.1 0.9 9.1

0.0 0.0 0.1 4.0

総務費　２５億円
（13.7％）

民生費　３９億円
（21.3％）

衛生費　２０億円
（10.9％）

農林業費　１６億円
（8.8％）

公債費　１１億円
（6.0％）

商工費　４億円
（2.2％）

土木費　２８億円
（15.3％）

その他　３億円
（1.6％）

消防費　７億円
（3.8％）

教育費　３０億円
（16.4％）



（４）　性質的別コスト計算書

①性質別コスト計算書

　 性質別の行政コスト計算書を作成することにより、１年間のコストの内容を把握することができます。

　 篠山市においては、公共施設が多いこともあり、物件費や維持補修費、減価償却費などの「物にか

かるコスト」が７５億円（４０．８％）と最も多く、ついで扶助費や繰出金、補助金等からなる「移転支出的

なコスト」が５１億円（２８．０％）、人件費などからなる「人にかかるコスト」が続いています。

②性質別コストの前年度比較

　 性質別コストの前年度との比較を行うと、「人にかかるコスト」はリサイクルプラザの開設などにより衛

生費などで増加しましたが、全体として職員の人員削減等により３億８千万円（７．６％）の減となってい

ます。　また「物にかかるコスト」は物件費・維持補修費の削減により約１億円減りましたが、大型建設事

業の実施による建物の減価償却費が２億６千万円増えたことで、全体として１億７千万円（１．７％）の増

となりました。　 次に「移転支出的なコスト」は下水道事業や介護保険事業への繰出金や児童福祉･生活

保護に係る扶助費が４億２千万円増えたことで、全体として３億７千万円（７．８％）の増となりました。

（単位：億円、％）

（Ａ）
構成比
（％）

（Ｂ）
構成比
（％）
（Ａ）-（Ｂ）

伸率
（％）

46.0 25.1 49.8 27.6 △ 3.8 △ 7.6

人件費 43.9 24.0 45.1 25.0 △ 1.2 △ 2.7 衛生費増、総務費減

退職給与引当金繰入等 2.1 1.1 4.7 2.6 △ 2.6 △ 55.3

74.7 40.8 73.0 40.4 1.7 2.3

物件費 33.5 18.3 34.1 18.9 △ 0.6 △ 1.8 民生・衛生費増、教育費減

維持補修費 0.7 0.4 1.0 0.6 △ 0.3 △ 30.0 教育費減

減価償却費 40.5 22.1 37.9 21.0 2.6 6.9 衛生・商工・土木・教育費増

51.3 28.0 47.6 26.4 3.7 7.8

扶助費 14.2 7.8 12.9 7.1 1.3 10.1 民生費増

補助費等 11.1 6.1 12.2 6.8 △ 1.1 △ 9.0 衛生・教育費減

繰出金 21.8 11.9 18.9 10.5 2.9 15.3 農水・土木費増

普通建設事業費（補助等） 4.2 2.3 3.6 2.0 0.6 16.7 総務・農水増

11.1 6.1 10.2 5.6 0.9 8.8

災害復旧事業費 0.1 0.1 0.2 0.1 △ 0.1 △ 50.0

公債費（利子のみ） 10.8 5.9 9.9 5.5 0.9 9.1

不能欠損額 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 100.0

183.1 100.0 180.6 100.0 2.5 1.4

移転支出的なコスト

　　　合　　　　　計

その他のコスト

主な増減内容

人にかかるコスト

物にかかるコスト

平成１４年度 平成１３年度 比　　較

人にかかるコスト
４６億円
（25.1％）

物にかかるコスト
　７５億円
（40.8％）

移転支出的なコスト
５１億円
（28.0％）

その他のコスト
１１億円
（6.1％）



（５）　市民一人あたりの行政コスト計算書

　 市民１人あたりの行政コスト計算書を県内の他の都市と比較することにより、篠山市の行政コストの

状況について目的別及び性質別に相対的な評価をすることができます。　

篠山市の市民１人あたりの行政コストは、３７万７千円で、県内の人口規模が近い都市（類似市）の平

均と比較すると高い状況にあり、引き続きコストの削減に取り組んでいく必要があるといえます。

①市民１人あたりの性質別コスト計算書

　 １人あたりのコストを性質別に見ると、「人にかかるコスト」は１０万４千円で類似市と比較しても最も多

い額となっています。　これは 合併したことがその大きな要因ですが、引き続き人件費の削減に努める

必要があります。　 また、「物にかかるコスト」も類似市に比べ１．５倍となっていますが、これは減価償却

費が７万９千円と高いことがその要因です。　逆に「移転支出的なコスト」は扶助費や補助費等が比較的

低いことから、類似市と比較して少なくなっています。

　 ただ類似市においては、「ごみ、し尿、消防」といった業務を広域行政事務組合で行っている場合が多く

これらの業務に係る人件費や物件費が行政コスト計算書上の補助費等に区分されることから、単純な比

較は難しく、市民１人あたりの「人や物にかかるコスト」が高くなっている要因のひとつと考えられます。

市民１人あたりの金額
（単位：千円）

篠山市 類似市平均 Ａ　市 Ｂ　市 Ｃ　市 Ｅ　市

人にかかるコスト 104 82 78 89 76 86

物にかかるコスト 153 101 101 104 84 114

移転支出的なコスト 99 126 105 155 132 110

その他のコスト 21 58 13 186 15 18

合　　　　　計 377 367 297 534 307 328

市民１人あたりの性質別行政コスト

104 82 78 89 76 86

153

101 101 104
84

114

99

126
105

155

132
110

58

186

18
15

13

21

0

100

200

300

400

500

600

篠
山
市

類
似
市
平
均

Ａ　

市

Ｂ　

市

Ｃ　

市

Ｅ　

市

（千円） その他のコスト

移転支出的なコスト

物にかかるコスト

人にかかるコスト



②市民１人あたりの目的別コスト計算書

　 次に１人あたりのコストを目的別に見ると、類似市と同様に民生費が７万８千円と最も多くなっていま

ますが、１人あたりの金額ではほぼ同水準となっています。　　 逆に、総務費では６万１千円、教育費で

は５万５千円と１人あたりの金額が多額となっています。　 これは、特に人件費や物件費などの「人、物

にかかるコスト」が類似市に比べ１．５倍から２倍となっていることがその要因です。　合併したことにより　

公共施設が多いことやその維持管理に係る人件費などが、類似市と比較して多いことが示されています。

市民１人あたりの金額
（単位：千円）

篠山市 類似市平均 Ａ　市 Ｂ　市 Ｃ　市 Ｅ　市

民生費 78 75 71 84 77 66

教育費 68 65 38 129 43 51

総務費 61 43 33 73 36 31

土木費 55 57 38 49 58 82

衛生費 39 55 47 96 42 33

その他経費 76 73 70 103 51 65

合　　　　　計 377 367 297 534 307 328

市民１人あたりの目的別行政コスト
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（６）　事業別の行政コスト計算書

　 目的別の行政コスト計算書を細分化することで、今回は市民に身近な事務事業について、行政コスト

計算書を試行的に作成しました。　これにより、そのコストや財源などについて参考とすることができます。　

　 なお、今回の事業別のコスト計算書については、総務省基準等に基づきながら算定を行っているため

他の資料で示された数値と異なる場合があります。

①　市民課窓口業務（戸籍住民基本台帳事務経費）

　 住民登録や印鑑登録、出生届や戸籍謄本

の発行など市民課の窓口業務に要する経費

です。　内訳は、窓口業務に係る人にかかる

コストと事務用コンピューターなど物にかかる

コストがほぼ半分づつを占めています。

　 また、全体コスト７,５８６万円に対して手数

料等の特定財源を除く、４,８９４万円に市税等

移転支出的 の一般財源が充てられました。

なコスト

２万円

（０.０％）

７,５８６万円

４,８９４万円

②　市立保育園

　 児童の保育を行うために要する市立保育園

９園の管理運営経費です。

　 内訳は、保育士の人件費など人にかかるコ

コストが最も多く、次いで保育にかかる給食費

物にかかるコスト や保育材料など移転支出的なコストが多くなっ

６,６４５万円 ています。

（１３.５％） 　 また全体コスト４億９,０６７万円に対して、保

育料や国・県の補助金等の特定財源を除いた、

２億５,４８４万円に市税等の一般財源が充てら

れました。

４億９,０６７万円

２億５,４８４万円
入所園児１人
あたりコスト

５２万５,４４３円

全体コスト
入所園児１人
あたりコスト

１０１万１,６９１円

一般財源

（２４.１％）

全体コスト

一般財源

移転支出的なコスト ２億５,４８４万円

１億１,８２８万円 （５１.９％）

一般財源

（市税等）

（６２.４％） （４８.１％）

人にかかるコスト （保育料等）

３億５９４万円 ２億３,５８３万円

〔コスト（経費）〕 〔財　　源〕

特定財源

〔財　　源〕〔コスト（経費）〕

４,８９４万円

（６４.５％）

特定財源

（手数料等）

２,６９２万円

（３５.５％）

一般財源

（５０.８％）

（市税等）物にかかるコスト

３,８５５万円

人にかかるコスト

３,７２９万円

（４９.２％）

９８６円

６３６円

住民票・戸籍謄本等発行
１件あたりコスト

住民票・戸籍謄本等発行
１件あたりコスト



③　ごみ収集・処理業務

　 廃棄物のうち、家庭などから排出されるご

人にかかるコスト みの収集運搬、焼却処理などに要する経費

１億２０１万円 です。　内訳は、ごみの収集運搬業務や清掃

（１１.７％） センターの施設の管理運営及び運営委託経

費、施設の減価償却費などの物にかかるコ

移転支出的なコスト ストが最も多く、次いで人にかかるコスト、施

１,９６７万円 設の建設財源とした市債の利子（その他のコ

（２.２％） スト）の順となっています。

　 また、全体コスト８億７,３２９万円に対して手

その他のコスト 数料等の特定財源を除く、６億１,９１９万円に

８,６２５万円

（９.９％）

８億７,３２９万円

６億１,９１９万円

④　市立小学校

　   篠山市内の１９小学校の管

人にかかるコスト 　理運営に要する経費です。

１,６４１万円 　　 内訳は、小学校の施設の光

（２.３％） 　熱水費や施設の保守管理委託

料、教材などの物件費、修繕等の維持補修費、

移転支出的なコスト 施設の減価償却費などの物にかかるコストが

２,４４５万円 最も多くなっています。　　次いで施設の建設

（３.４％） 財源とした市債の利子（その他のコスト）の順と

その他のコスト 　 また全体コスト７億１,７５４万円に対して、使

１億３,２２２万円 用料や国・県の補助金等の特定財源を除いた、

（１８.４％） ６億９,９５１万円に市税等の一般財源が充てら

れました。

７億１,７５４万円

６億９,９５１万円

物にかかるコスト

６億６,５３６万円

（市税等）

（７６.２％）

一般財源

〔財　　源〕〔コスト（経費）〕

６億１,９１９万円

特定財源（手数料等）

２億５,４１０万円

（２９.１％）

（７０.９％）

〔コスト（経費）〕 〔財　　源〕

物にかかるコスト 一般財源

５億４,４４６万円 （市税等）

（９７.５％）

全体コスト

一般財源

市民１世帯あたり
コスト

市民１世帯あたり
コスト

全体コスト
小学生１人あたり
コスト

２４万２,６６２円

一般財源

特定財源

小学生１人あたり
コスト

２３万６,５６１円

（７５.９％）

（国・県補助金等）

１,８０３万円（２.５％）

なっています。

市税等の一般財源が充てられました。

５万５,８７６円

３万９,６１８円

６億９,９５１万円


